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〇
国
土
交
通
省

環

境

省
令
第
一
号

下
水
道
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
四
年
政
令
第
百
四
十
七

号
）
第
六
条
第
一
項
、
第
九
条
の
四
第
二
項
、
第
九
条
の

五
第
四
項
及
び
第
九
条
の
十
一
第
三
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
下
水
の
水
質
の
検
定
方
法
等
に
関
す
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
六
年
四
月
二
十
二
日

国
土
交
通
大
臣

太
田

昭
宏

環
境
大
臣

石
原

伸
晃

下
水
の
水
質
の
検
定
方
法
等
に
関
す
る
省
令
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

下
水
の
水
質
の
検
定
方
等
に
関
す
る
省
令
（
昭
和
三
十

七
年
厚
生
省

建
設
省
令
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。第

八
条
第
七
号
中
「
又
は
四
十
五
・
二
」
を
「
、
四
十

五
・
二
又
は
四
十
五
・
六
」
に
改
め
、同
条
第
十
号
中「
方

法
又
は
」
を
「
方
法
、」に
改
め
、「
三
十
八
・
三
」
の
下
に

「
に
該
当
す
る
方
法
又
は
規
格
三
十
八
・
一
・
二
及
び
三

十
八
・
五
」
を
加
え
る
。

附
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こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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〔
省

令
〕

〇
下
水
の
水
質
の
検
定
方
法
等
に
関
す
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
国
土
交
通
・
環
境
一
）

J

〔
告

示
〕

〇
戸
籍
が
滅
失
し
た
件
（
法
務
一
八
五
）

J

〇
除
籍
が
滅
失
し
た
件
（
同
一
八
六
）

K

〇
難
民
認
定
証
明
書
が
効
力
を
失
っ
た
件

（
同
一
八
七
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第

一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
の
表

の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技
能
実
習
の

項
の
下
欄
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
活
動
の
項

の
下
欄
第
十
一
号
た
だ
し
書
の
規
定
に
基

づ
き
、
同
号
本
文
を
適
用
し
な
い
技
能
実

習
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
一
八
八
）

特
殊
法
人
等

共
済
組
合
定
款
の
一
部
変
更
（
農
林
水
産

省
・
林
野
庁
）、
企
業
年
金
基
金
解
散
・

清
算
人
就
任
関
係

L
I

会
社
そ
の
他

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一

の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規

定
す
る
事
業
上
の
関
係
を
有
す
る
外
国
の

公
私
の
機
関
を
定
め
る
省
令
第
二
号
の
規

定
に
基
づ
き
、
技
能
実
習
生
を
雇
用
契
約

に
基
づ
い
て
受
け
入
れ
る
本
邦
の
公
私
の

機
関
と
事
業
上
の
関
係
を
有
す
る
外
国
の

公
私
の
機
関
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正

す
る
件
（
同
一
八
九
）

〇
外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い

に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
七
条
の
規
定
に

よ
る
承
認
を
し
た
件

（
同
一
九
〇
、
一
九
一
）

K

〇
円
借
款
の
供
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と

イ
ン
ド
政
府
と
の
間
の
三
の
書
簡
の
交
換

に
関
す
る
件
（
外
務
一
四
六
）

〇
株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
法
第
十
七

条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
危
機
対
応

業
務
を
行
う
営
業
所
又
は
事
務
所
の
所
在

地
を
変
更
す
る
件

（
財
務
・
農
林
水
産
・
経
済
産
業
四
）

N

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
農
林
水
産
五
八
九
〜
六
〇
〇
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
国
土
交
通
五
一
九
）

O

〇
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
処
分
通

知
等
を
し
よ
う
と
す
る
港
湾
管
理
者
の
告

示
（
同
五
二
〇
）

〇
我
が
国
に
お
け
る
平
成
二
十
四
年
度
の
温

室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
及
び
平
成
二
十
年

度
か
ら
平
成
二
十
四
年
度
ま
で
の
温
室
効

果
ガ
ス
の
吸
収
量
を
公
表
す
る
件

（
環
境
六
三
）

〇
海
上
自
衛
隊
の
使
用
す
る
船
舶
の
信
号
符

字
を
取
消
し
す
る
件
（
防
衛
七
五
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
四
国
地
方
整
備
局
五
〇
、
五
一
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
九
州
地
方
整
備
局
一
一
〇
〜
一
一
四
）

〔
国
会
事
項
〕

P

〔
人
事
異
動
〕

公
安
調
査
庁

経
済
産
業
省

Q

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

R

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

登
録
小
型
船
舶
教
習
所
の
登
録
事
項
の
変
更

に
関
す
る
公
示

（
国
土
交
通
省
、
九
州
運
輸
局
）

J
I

登
録
小
型
船
舶
教
習
所
の
登
録
に
関
す
る
公

示
（
東
北
運
輸
局
、
関
東
同
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁有

権
者
申
出
方
、
前
払
式
支
払
手
段
発
行

者
の
発
行
保
証
金
に
係
る
配
当
表
、
勝
瓜

口
土
地
改
良
区
の
土
地
改
良
事
業
計
画
の

変
更
の
認
可
関
係

J
J

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
破
産
、
特
別

清
算
、
再
生
関
係
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